
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・・・・

（２）固定資産の減価償却の方法

建物(H19.4.1以降取得)、ｿﾌﾄｳｴｱ ・・

その他建物・機械器具・備品・・・・ 定率法によっている。

（３）引当金の計上基準

退職給付引当金・・・・・・・・・・ 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に

基づき、当期末に発生していると認められる額を計上している。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当期に帰属する額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．会計方針の変更

平成20年4月11日公益法人会計基準の改正に伴い、本会は平成21年度より導入している。

３．基本資産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本資産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本資産
273,134,119 1,418,506 0 274,552,625

0 0 0 0
273,134,119 1,418,506 0 274,552,625

特定資産
613,974,628 88,730,331 32,982,877 669,722,082

1,526,270,276 420,920,327 466,897,407 1,480,293,196
573,104,030 2,358,483 0 575,462,513

6,728,527 4,709 0 6,733,236
506,783,428 30,405,426 3,095,356 534,093,498

3,226,860,889 542,419,276 502,975,640 3,266,304,525
3,499,995,008 543,837,782 502,975,640 3,540,857,150

４．基本資産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本資産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（うち指定正味財 （うち一般正味財産 （うち負債に

産からの充当額） からの充当額） 対応する額）

基本資産
274,552,625 0 274,552,625 0

0 0 0 0
小　　　計 274,552,625 0 274,552,625 0

特定資産  
669,722,082 0 0 669,722,082

1,480,293,196 0 1,480,293,196 0
575,462,513 0 575,462,513 0

6,733,236 0 6,733,236 0
534,093,498 0 534,093,498 0

小　　　計 3,266,304,525 0 2,596,582,443 669,722,082

合　　　計 3,540,857,150 0 2,871,135,068 669,722,082

５．担保に供している資産  

短期借入金に供している資産 ・・・自由金利型定期預金　500,000,000円

６．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（直接法)

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
　 建物･構築物 848,009,810 622,993,232 225,016,578
　 機械器具・備品 150,830,491 128,748,409 22,082,082
　 車両運搬具 0 0 0

998,840,301 751,741,641 247,098,660
７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権金額 貸倒引当金 当期末残高

未収金 464,891,011 0 464,891,011

前払金、仮払金 4,666,826 0 4,666,826

469,557,837 0 469,557,837

８．保証債務 無し

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおり

帳簿価格 時　　　価 評価損益
国債 0 0 0
地方債 0 0 0
金融債 0 0 0

0 0 0

１０．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 ～省略

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額

金　　　額

経常収益への振替額 0

減価償却費計上による振替額 0

0

１２．関連当事者との取引の内容 無し

１３．重要な後発事象 無し

１４．その他 無し

財務諸表に対する注記 

小　　　計
合　　　計

科　　　　　目

小　　　　計

取得価格によっている。

定額法によっている。

科　　　　目

一般基本積立資産
出資積立資産　　

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産
固定資産更新資産

当期末残高

一般基本積立資産
出 資 積 立 資 産

合　　　　計

調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産
固定資産更新資産

科　　　　目

合　　　　計

科　　　　目

合　　　　計

科　　　　目

合　　　　計

内　　　　　容

退職給付引当資産
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